























































































能力別部門 国籍 平均点 標準偏差 最高点
英語聴解力
　（0～219点）
中　国 105．8 42．6 211．5
韓　国 89．2 40．1 211．5
日　本 73．9 28．0 188．8
英語文法力
　（0～189点）
中　国 152．1 27．7 189．0
韓国 117．6 40．0 189．0
日　本 99．8 37．6 189．0
英語語彙力
　（0～136点）
中　国 87．1 27．7 136．0
韓国 91．2 25．8 136．0
日　本 69．2 23．6 136．0
英語読解力
　（0～136点）
中　国 87．4 31．1 136．0
韓国 76．9 31．7 136．0
日　本 49．0 23．7 136．0
総　　　合　　　点
　（0～680点）
中　国 432．3 108．7 657．3
韓国 375．5 118．0 672．4
日　本 291．8 86．5 589．4


























































































































































3．2　16．2 30．1 37．5 13．0
56。37．6 53．7 30．9
3．3－14．8、 26．4 44．7 10．8
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　日本の学生の自習時間が断然少ないということは一目瞭然である。
　予習時間と復習時間がr30分以内」とr　O」の合計がそれぞれ64．7％と
92．9％である。3か国の中で、中国の学生の英語能力テスト総得点の平均が
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432．3で最高、日本は291．8で最低であり、予習復習時間の長さが英語能力テ
ストの成績と関係があることは、この統計から見ても明らかである。r授業
の予習復習」に限らず、学生自らが反復練習をはじめとする「自習」に時問
をかけていないことが、日本学生の英語力低迷の最大原因の一つであること
は間違い無いようである。
　rこんな学生に誰がしたか」にっいては後で論じ、その対策を提示するが、
上のデータを見て、信じられない思いの方と、r思っていた通り」と考える
方と、色々な反応があるであろう。いずれにしても、これらの調査結果を出
来るだけ冷静に検討し、日本の大学英語教育の抜本的改善のために為すべき
こと、為しうることを考究し、具体的な提案をしていきたい。
　なお、rこのまま’97」には、以上の項目の他、細部にわたった意識調査の
結果と分析の報告が掲載されているが、本稿ではその項目紹介のみとし、第
5章rまとめ」と第6章rエピローグ　　学力差と学習態度の背後にあるも
の一」の検討に移らせて頂くことにする。
その他の報告項目：
rこのまま’97」第3章第2節　学力の伸び具合に関する意識
　（文法力、語彙力、聴解・会話力、作文力、読解力、英語圏文化の理解、
　総合的学力）
　第3節　学力に対する自己評価（ほとんど上に同じ）
　第4節　授業における重点領域
　第5節　授業における希望重点領域
　第6節　教養英語の必要度に関する意識
　第7節　教養英語の必要理由
　第8節　英語学習の目的
　第9節　個人学習の有無
　第10節　個人学習の領域
　第11節　個人学習の方法
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「このまま’97」第4章　学習動機を構成する因子。その他。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（P．90～P．242）
第3章　「実情」と私たちの課題
3．1．　r明らかになった中・韓・日の英語教育の実情」
　rこのまま少97」の著者は、第5章において、このような研究の難しさと
限界を認識しながらも、この調査結果がrかなりの程度3か国の英語教育の
実情を明らかにしている。英語学力テストとアンケートの結果は、中国の大
学生は総じて勉学の目的を明確にもっており、そのために非常によく勉強し、
その結果実力をっけていることを示している。」（p．248）としており、筆者
も同感である。
　韓国の学生は、中国のようなrエリート集団としての大学生階級意識」は
薄れているが、自己の職業選択に当たって、より有利な条件を得るための資
格試験に挑戦し、好成績をおさめようと努力しており、韓国の大学英語教育
もその要望に添ってなされ、かなりの成果をあげているようである。
　一方、r日本の大学生は、残念ながら大学教育の中の英語教育に期待はず
れの感を強くもち、また彼ら自身も勉学の努力をあまりしていない。もとも
と大学に入学すること自体が目的で、自分自身の将来計画を持っていないか
のようである。彼らは殆ど予習・復習などをしないから英語の力もついてい
ない。・・…・このような日本の大学生の意識に対して、日本の大学の英語教育
はまだ一致した強力な指導方針を用意していないのが現状である。」
（P。248）との意見には、筆者も大体賛成であるが、学生に求める前に、教
える側、つまり私たち自身に求めるものが多くあるのではなかろうか。
　学生に対する強力な指導方針を建てるとすれば、教員自身の冷静な自己評
価と自己改造が前提であり、これは教員自身に関わる重要問題である、とい
うのが私の持論である。第6章rエピローグ」を参考にしながら、r本論」
に入りたい。
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3．2．1．　r学力差と学習態度の背後にあるもの」
　中国、韓国、日本はともに東アジアにある隣国同士でありながら、教育制
度を始め社会的環境にはかなりの相違点がある。しかし、フィリピンやシン
ガポールなどとは違い、英語が外国語であり、それぞれの国民の、普通の日
常生活では使わなくても済ませられる言語である、という点は同じであり、
この言語の習得のためには、学校における英語教育が決定的役割を果たして
いる、ということも同じである。従って、J　A　C　E　Tのこの調査研究から得
られたデータを見て、第6章rエピローグ」の著者はr3か国における英語
教育の背景をみれば、学力差と学習態度に差があるのも無理はない、といさ
さか納得できる思いである。このような背景的要因を考慮することなしには、
日本の大学生の英語力についても、学習態度についても、また大学英語教育
のありかたについても、その改善策についても、正しい議論をすることは不
可能であろう。」（p．253）と述べている。
　確かに背景的要因の探究は重要に違いない。だが、r中国では国家の指導
のもとでカリキュラムが基本的に国家によって規制され、技能の優先順位や
教授法などが指定されており」（p．259）、r大学生は全部がエリートである」
（p．260）ことだけが決定的要素と解釈するのは早計であろう。著者は続い
て次のように述べている。
　「さらに、忘れてならないのは、中国の大学生が最初から優秀であったと
しても、大学に入ってから英語学力が伸びたか否かの質問（質問項目16～
22）に対して、伸びたと答えた学生の割合は中国が格段に高く、韓国がそれ
に続き、日本が最低である（大多数が低下したと答えている）ことである。
これは入学後の教育制度と学習態度からくる相違と見なければならない。こ
れを知能指数の差にするのは正しくないであろう。」（P．260）私はこれにも
大筋において賛成であるが、どうしても「教育制度と学生の学習態度」だけ
を元凶とするような教員側の態度にも批判の目を向けるべきであると信じる。
このような観点から、rエピローグ」（PP．253～264）で取り上げられた各国
の実態を重点的に考察し、問題点を絞って論じたい。
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3．2、2．　三国における英語教育の実態比較（要約）
　（1）クラス編成
　　　　中国　　能力別（入学時のテストにより6つのレベルに分ける）
　　　　韓国一部分的に能力別（1994年現在11％）で跳び級あり
　　　　日本一専攻分野別（能力別は稀）
　（2）カリキュラム
　　　　中国一国が指定（基礎英語を1～2年次に、4学期にわたり4等
　　　　　　　級に配分。重点技能と優先順位を国が指定：
　　　　　　　　　1＝reading（advanced）
　　　　　　　　　2＝・listening（intermediate）
　　　　　　　　　3ニwriting（intermediate）
　　　　　　　　　4＝translating（elementary）
　　　　　　　　　5＝speaking（elementary）．
　　　　　　　　　　　　　　　（（　）の中は求められているレベル）
　　　韓国一担当教員による体系的コース編成と共同管理（シラバス作
　　　　　　　成、教科書選択、試験問題と評価基準作成）4技能の訓練
　　　　　　　　は個別的に各技能を集中的にする。
　　　　日本一体系性欠如。コース編成は体系化不十分。　r技能別に分け
　　　　　　　ず担当者の自由にまかせているところが過半数」（小池ほ
　　　　　　　か、1990）。
（3）授業の言語
　　　中国一国家教育委員会の指示により英語。ただし、ある種の単語
　　　　　　　の意味を説明するのに、母国語の一言ですむような場合は、
　　　　　　　例外。
　　　韓国一自由。　（ある調査では107の大学・短大などのうち、英語
　　　　　　　で授業しているのは3％、英韓半々は14％、英語を使わな
　　　　　　　いのが32％である。　（Seo、1997）
　　　　日本一自由。小池ほか（1990）によれば、r全部ないし大部分を
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　　　　英語で」という教師は6．3％、「時々英語で」は43．5％。現
　　　　在はやや比率が変わっているであろう。
（4）試　験
　　中国　　共同出題、共同採点
　　韓国一共同出題、共同採点
　　日本一各教員が出題・採点
（5）検定試験
　　中国一‘CET4’とよばれる試験で専門課程への進学査定が行わ
　　　　れる。（2年間の基礎英語コースの締めくくり。全国共通。
　　　　不合格者は退学（Gao、1994）または学士号取得不能とな
　　　　るQ（孫、1996）
　　韓国一自由
　　日本一自由
（6）継続学習
　　中国一専門英語教育（E　S　P）（各分野の専門書を大量に読む訓
　　　　練がなされる）
　　韓国一3、4年次に選択英語
　　日本　　大体上に同じ。一部の大学でr英書講読」r作文」rスピー
　　　　キング」などのコース。多くは選択科目。
（7）基本精神
　　中国一専門教育の手段としての英語（専門書の殆どが英語で書か
　　　　れている）
　　韓国一実用主義／道具主義
　　日本　　各教員の自治一教養主義と実用主義の共存
3．2．3．　中・韓・日の社会的背景
（1）国家の指導：
　　中国　　国家教育委員会（日本の文部省に相当）が英語教育策を決
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　　　　　　定する。℃ET4ンの合格率が大学評価の尺度にもなって
　　　　　　いる。
　　　韓国一直接は無い（中等学校については実用性を重視する政策が
　　　　　　　とられている）
　　　日本一無し（中等学校についてはコミュニケーション中心の教育
　　　　　　　という指針がある）
（2〉専門教育との関係
　　　中国　　必須の道具としての英語（専門知識の大部分を英語で導入）
　　　韓国　　必修英語の単位数は定められているが、進学の条件とされ
　　　　　　　ることはない。
　　　日本一各大学の自由（一般学生の間では、英語ができなければ専
　　　　　　門課程で困るという意識は希薄）
（3）就職との関係：
　　　中国一直結（検定試験で優秀な成績をおさめた学生には免状と就
　　　　　　職優遇措置が与えられる）
　　　韓国　　就職の重要な条件（多くの企業がTO　E　F　LやTO　E　I　C
　　　　　　　などの成績を極めて重視する。大学生の80％は卒業までに
　　　　　　　TO　E　F　Lを受けると言われている）
　　　日本一重大な関係無し（筆者注：1994年現在っまり日本経済大失
　　　　　　速以前のこと。1998年の状況は後述）
3．2．4．　rまとめ：臼本における英語学習の特徴」について
　rこのまま’97」は以上に要約して紹介したような資料をもとにして、次
のようにまとめている。
　r以上のような社会的背景を考えれば、日本における英語学習の目的や理
由が中国や韓国とくらべて曖昧であり、従って学習意識に切迫感を欠き、結
果として、TO　E　F　L形式の実カテストにおける成績が中国や韓国に劣るの
も当然と言うべきではないだろうか。日本における社会事情は、中国や韓国
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の学生ほどに必死で英語を勉強することはないのである。これは、先進国の
仲聞入りをし、成熟社会となった日本においては何も不思議ではない状況で
あろう。かくして、日本の大学生一般の英語学習の特徴はr国際交流と教養
のための英語学習」ということになる。」（p．263）
「このまま’97」の「まとめ」の問題点1
　日本の社会事情は、r中国や韓国のように必死で勉強する必要がない」ほ
ど、進歩し成熟しているのだろうか。また、日本の学生が学習意識において、
切迫感を欠くのは社会的背景だけによるのだろうか。
　確かに、日本は、アジア諸国のなかでは、いち早く、いわゆる先進国の仲
間となり、G7がG8になるにっいては、ロシアの加盟に力を貸して余裕を
みせたりした。自動車や電気器具の所有率を始め、国民の資産を概観すれば、
米国に次ぐ経済大国であるかに思える。だが、バブル崩壊後の経済状態のみ
ならず、企業と政府機関や政界の癒着・腐敗が示す政治・経済の後進性、特
に、r金融のグローバルスタンダードから程遠い日本の実情」（朝日新聞
1998．3．8）。学問諸分野における傑出した業績の少なさなどからみても、日
本は先進国だなどと、のんびりしておられないのは、昨日や今日始まったこ
とではない。r必死で勉強する必要がない」と日本の学生に思わせている原
因は、社会事情などというより、大学英語教員の質（言語教育観、指導力、
英語力、熱意など）及び教育システムそのものにあると筆者は思う。
　大学英語教育学会の小池生夫会長がrこのまま’97」の序文のなかで、
r……中国は……大学のカリキュラムは明確で、集中訓練を施し、スムーズ
に力をつけるように組まれている。英語は英語で教えるのも特色である。
　韓国はここまで徹底しないが、日本よりはるかに合理的である。日本の大
学では英語を日本語で教え、学年進行レベル設定もきちんとせず、到達レベ
ルも低い。学生は学習意欲が低く、効果もあがらない。この状態では教育の
向上は望み薄である。」（P．15）と嘆いておられるが、果たして日本の大学
英語教育の改善はr望み薄」なのであろうか。そして、その原因は日本の社
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会事情が中国・韓国のそれよりもr学生を必死で英語を勉強する」ように仕
向けるのには適していないからと言えるのだろうか。
　筆者はそのようには考えない。
　確かに、両国は、経済面で日本に追いっき追い越すために、驚くべき努力
をしている。それは、敗戦以来の数十年間、無我夢中で働き学び続けた経験
のある日本人には、痛いほど良く分かることである。山登りにたとえれば、
6、7合目まで来た我々が、やや後から登ってくる人たちを見ているような
ものである。共にまだまだ険しい径を、一歩一歩踏みしめながら登らねば、
山頂を極めることは出来ない。気を抜いてなどおられないと思うのが普通で
あろう。
　わが国の内外で、国際的な仕事に従事している人々の多くが、自ら英語運
用力の弱さを嘆く声を一っに集めたらどうなるであろうか。おそらく、サッ
カーW杯サポーターたちの大喚声のすべてを集めたものをはるかに凌ぐ、怒
濤の響きに似たものになるであろう。英語教育に本格的に携わっている者な
ら、この響きを体感していないはずが無い。
　だが、「成熟社会日本」の若者には、この怒濤の響きが感じられず、聞こ
えてもこないらしい。r無理して山頂を極める必要はない。必死で英語を勉
強する必要などサラサラない。それが、成熟社会、先進国というものだ。」
と考えているのであろうか。
　このような状態をもたらしたものは何であろうか。筆者は経済学者でも政
治学者でもないので、専門分野だけから発言するならば、r英語を勉強する」
という考え方そのものの中に、大きな蹟きの石（stumbling　blocks）が隠
されていると考える。
　確かに、英語は学校の教科の一っとしての、長年そのr地位を確保」して
きた。そのために、一般に英語教師の地位は比較的に安定し、常勤教員とも
なれば、定年まで大船に乗った気分になっていても、おかしくはない。中学
・高校の場合必要とされる教員免許状は、一度取得すれば、一生有効であり、
rテキストを使って勉強の指導」ができれば、それ以上に教師の英語力が試
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されることは殆どない。また、大学では、その免状すら必要とされず、r勉
強の指導」も殆どが、昔、教員自らがr勉強させられた方法」の再利用が中
心で、最新の言語教育理論に基づいて、絶えず教授法を改良していると思わ
れる人に遭遇することは稀である。
　世界も社会も学生も、時々刻々変化していく。それに適合した教授法を考
案して行くことは、容易なことではない。だが、せめて英語教授法の根本に
ある、「合理的言語教育観」を確立する努力はしないといけないのではない
か。要点だけを言えば、r英語はことばであるから、使わなければ、身に付
かない」ということをしっかり把握し、それにもとづいて指導することであ
る。r英語を使うことこそが英語を学びとる方法」なのであって、中国の学生
たちは、r英語を使う教師」からr英語でコミュニケーションしながら学んで
いる」から、英語の学力が日本の学生のそれを凌いでいる、と解釈するべき
ではないだろうか。このような考えは、筆者の独断ではなく、Widdowson，
H．G．（1978）、吉田（1997）、古くは松本（1965）の書においても強調され
ていることである。
　「英語は使わなければ覚えない」以上、大学での英語教育の成否は、r教
員と学生が、いかに多く英語を使うか」にかかっている、と言えるのではな
かろうか。
　次章では、筆者自らの実践に基づき、不毛な大学英語教育に関するr成熟
社会元凶説」の一角を崩す試みを、制限紙数ぎりぎりまで、続けようと思う。
第4章　白鴎大学における英語教育改善の試み
4．1．　r望み薄」ではない英語教育改革
　無気力そうな大学生を見、大学英語教育学会プロジェクトチームの「納
得」ぶりを読み、TO　E　F　Lのデータなどが示すr日本人の英語力」の惨め
さを感じれば、いまさら一生懸命に授業をしたところで情勢が好転する訳が
無い、と思う教師がいても不思議ではない。だが、筆者は、大学生がそんな
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に無気力とは思わないし先進国や成熟社会に住んでいることが、英語習得の
妨げになる、などという説には賛成しない。むしろ、TOEFLや
TO　E　I　Cでの得点が低いのは、失望の原因などではなく、発奮のための良
い刺激、元気の源になってくれる、貴重なchallengeであると受け止めてい
る。
　確かに、白鵬大学において数年間実施したT　O　E　I　C（990点満点）の1
年次生の平均点が300点前後で、2年後においても、あまり伸びが認められ
なかった事などから、英語教員に批判の目が向けられているのは事実である。
言い訳を考えずに、この批判を謙虚に受け止め、本学の英語教育改善への重
要な手がかりとするかどうかは、大学氷河時代における‘surviva1’の決め
手になる、と言っても過言ではないであろう。
　このような、極めて厳しい局面に当っての改革は、教員の保身策に基づく
一時凌ぎの小手細工や、単なる思い付きのっなぎ合わせであってはならない
ことは明らかである。だが、英語教育に関連する諸科学の研究者によって積
み上げられてきた貴重な知見、特に定評ある理論・教授法を参考にし、大学
の実情に合わせた改革を行なう、ということがなかなか実現しないのは何故
だろうか。
　これは日本全体の問題だと思うのだが、もしかして、創立後12年しか経て
いない白鴎大学も、早やr成熟社会病」にかかっているのだろうか。……
　筆者はそうは考えない。創立者上岡一嘉初代学長によって植えられ、副学
長及び歴代学長を始めとする教職員によって育てられてきたr手造り教育の
木」の幹の主要部分であるr実用英語教育」は幾多の「嵐や虫害」にも耐え、
粘り強く成長し続けているからである。このr幹」の中の太い樹液管の一つ
は、1989年以来、弛まず続けているTeam　Teachingであるが、これは、初
代学長の命により、Mr．Wayne　Sumidaと筆者が実験的に始めたことで
あった。その成果を見ながら、上岡副学長を始め大学当局はこの教授法を支
持促進し、今日に到っている。（そのスミダ氏は、いまや、白鵬大学の英語
教育には、なくてはならぬ重要な教員として、非常勤ながら常勤に近い大活
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躍をしておられる。最近、蛍雪の功成って、Columbia大学の教育大学院
から英語教育学M．A．の学位を得られた。）
　この協力教授法による授業が選択英語皿、皿へと発展し、さらには1994年
以来、必修英語1の45分間を占めるに到っているのは、この教授法が、コ
ミュニケーションのための英語教授法として優れた価値を持つことが認めら
れているからに他ならない。しかし、その運営方法に絶えざる工夫・改善が
加えられねばならないことは、論をまたない。この点に関しては、拙論
（1990）：The‘JET　Program　Controversy　and　Team　Teaching　of
Englishをご覧頂きたいが、とにかくこの英語1の成果に基づき、さらに
英語教育の効果をあげるため行ってきた、ささやかな試行結果の一部を披露
し、日本のr社会事情」がr英語学習意欲減退の原因」という説の再検討を
進めて行きたい。
4．2．ゼミ・l　C　Eの「試行」が示す学生の能力と向上意欲
　ここに紹介するのは、白鶴大学・原田俊夫（前）学長の強い要望により、
1995年4月以来、計約40名の経営学部学生が、ゼミナール：英語によるコ
ミュニケーション（lntemational　Commmication　in　English：ICE）に
おいてr日米貿易摩擦の底流にあるものは何か」などを英語で探究し、論文
を書きながら身にっけた英語力の成長度に、めざましいものがあったことで
ある。ゼミナールと言えば、専門教科のもの、という固定観念のためか、発
足当初から、a　white　elephantのように見ている向きもあるゼミであるが、
学生の底力を示す一つの証として、記録の一端について触れよう。
　先ず、聴講生を含む第1期ゼミ員20名のT　O　E　I　C平均点は次の通りで
あった。
　　1995年：385（最低278、最高450）
　　1996年：485（最低375、最高690）
　　1997年：550（最低435、最高825）
　そして、1998年3月、卒業式後報告してきた約10名の平均点は650点を超
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えていた。その中の一人（Y．1．）は、最初450点で、最近の得点は870
（Listening：470，Reading：400）であるが、もう一人（M．1．）は最初は
310点でありながら、1997年9，月の得点は675であった。その上、これらの学
生たちは、上記ゼミを修了し、筆者の直接指導から離れた4年次（筆者研修
休暇中）においても、英語で書く、話す面を含む自学自習を行い、前述の非
常勤講師・Wayne　Sumida氏からも絶賛されるほどの向上ぶりであった。
学生たちは、自分たちでドンドン伸びていく、‘PLUSULTRA’（さらに
向こうへ）進む能力を備えていると言えるのではなかろうか。この学生たち
が示しているのは、私たち教師にとって重大なことであると思われる。っま
り、学生の可能性を信じ、それが伸びるように仕向ける工夫・努力を続ける
ことの大切さである。教師がr望みを捨てずに」適切な指導を継続し、自ら
学び続けるように動機づけるならば、学生たちは、日本に居ながら英語をマ
スターすることができる、ということである。
　特に今年の卒業生M．1．と同様、典型的高校の授業によって、r遅読、遅
訳」の癖と、英語を話す時もr和文英訳」の癖から抜けられなかった学生た
ちが、見事にr始めから英語で考える」ようになって、大学を出ていったこ
とは、白鵬大学におけるこの「ささやかな試行」が、一応の成果をおさめた、
証拠であると言えるのではなかろうか。
　ただ、これを、より多くの学生に応用し、大学全体としての成果をあげる
までは、多くの紆余曲折があることと思われる。特に、このr試行」を個人
的なものと扱う態度を改め、できるだけ教職員問での意志疎通を良くし、よ
り多くの関係者の賛同を得ながら、絶えず改善努力を続けることが肝要と思
う。
4．3．PLUS　ULTRA精神と学生たち
　TO　E　I　Cの600点は、実業界で海外業務遂行レベルとされている英語力
指標であり、通常会話で最低限のコミュニケーションができるためには、
470点が必要とされているが、日本人の大学卒業時の平均的な英語力は350点
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程度となっている。これでは、日常会話や簡単な書簡の読解もおぼっかない
のは明らかである。
　確かに、何千人もの学生全体の英語力を、めざましく向上させることは難
しい。いや、不可能と見る人の方が多いに違いない。ましてや、筆者が行っ
たアンケート調査によると、r高校卒業の時点で、英語が嫌いであった」学
生が、100名の1998年度新入生中、50名を超える本学において、やる気をお
こさせ、英語の学力を向上させるとすれば、ちょっとやそっとの授業改善で
は間に合わないであろうことは明らかである。だからと言って、rこの状態
では教育の向上は望み薄」（小池。）97）とかr絶望的」と決めてしまう訳に
はいカ、ないQ
　本学は1986年創立以来、実践的な英語力養成を目指して、幾多の努力を重
ねて今日に到っているが、必修授業時間数の漸減（現在、経営学部1年2コ
マ／週。2、3年各1コマ／週）にも関わらず、関係教職員の協力によって
行ってきた授業内容の充実と教授法の改善は、言及に値するものと、思う。特
に、10年目に入った選択英語皿の全面的Team　Teaching（T。T．）（90分
間／週）と、5年目に入った必修英語1のT．T．（45分間／週）、3年目に
入った必修英語皿のPublic　Speaking（スピーチ：90分間／週）などは、そ
の言語教育上の効果のみならず、異文化教育上の影響力などから、点数では
容易に表し得ないが、極めて大きな成果を挙げていると言えよう。従って、
白鵬大学の英語教育は着実に向上し、一般他大学とは異なり、r望みの膨ら
む状態」にあるのである。もちろん、独り良がりは慎むべきであるが、自ら
の向上を「望み薄」と断じるより、はるかに良いと思う。何と言っても、失
望は、絶望に通じるからである。
　白鵬大学創立者の遺訓‘PLUS　ULTRA’（さらに向こうへ）の精神が、
学生たちの中で、逞しく育っていることを、ゼミ：I　C　Eの第1期生たちは
教えてくれていると思う。念のために書き添えたいことは、ゼミ：I　C　E第
1、第2期生の進路のことである。全日空（ANA）を始めとする各種企業
の他に、大学院（東京理科大学及び横浜国立大学）への進学者や、M　B　A
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（経営学修士号）取得を目指し米国大学への進学を志して、英語を使う職場
で働きながら学び続けている者などがいる。英語力に自信をもって、「さら
に向こうへ」と成長を続けているこれらの若者たちを見ると、日本の社会的
背景がかれらの英語学習意欲を減退させている、などとは決して思えないし、
かれらが例外的存在であるとも考えられない。
　もちろん、普通クラス（40名以上）のみで英語学習をしてきた学生たちか
らすれば、かれらは自発的にゼミI　C　Eに入ったとは言え、特別扱いを受け
た少数派には違い無い。今後、より多くの希望者に、いかにしてゼミ：
I　C　E生同様またはそれ以上の学習チャンスを与えて行くかは、大きな課題
の一っであるが、とにかく、このような現状打破の方法が現実にあることは、
英語教育向上の可能性を求めている者にとって励みになることではなかろう
か。
第5章学習意欲の基になるもの
5．1．共に「英語人」になること
　最近ある大学での英語教育に関する講演会で、聴衆の中の高校教員が、次
のような発言をした。
　「進学者の多い高校では、入試のための英語指導と学習に熱が入るが、私
の教えている高校では進学する生徒は0に近く、国際化時代などと言っても、
全然動機づけにならない。コミュニケーションのための英語などと言うが、
その必要を全く感じない生徒には手のほどこしようがない。」これには、少
なからぬ参会者が賛同した。そこで、講師の一人であった筆者は、次のよう
に答えた。「日本に居れば、ほとんどの人は英語を使わなくても日常生活に
困るようなことない。会社へ入ってから英語が必要になるかもしれない、な
どと言っても、ピンとくる生徒はまず居ないでしょう。しかし、英語の先生
が英語以外話さなければどうでしょう。先生が徹底して、意志疎通を英語の
みで行ったら、事情は変わる筈です。私は、原則として、教室の中でも外で
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も、「英語人」になっています。研究室では、日本語厳禁です。特に、私の
ゼミの学生には、どこで会っても、いっも英語。電話も文通も英語です。こ
のようにしているうちに、TO　E　I　C：300点ぐらいの学生が500点、600点
と上昇したのです。TO　E　I　Cには、話し方のテストは、一般には、ありま
せんが、このように絶えず英語を使う雰囲気の中でこそ、英語の学習意欲が
高まるのだと思います。
　先生が英語を使うことこそ、生徒の英語学習への動機付けではないでしょ
うか。r英語は使うためにある」（松本：1965）のですから。」
　この答えは、大多数の英語教員には厳しく聞こえたであろうが、賛成者た
ちは大きく首肯き、当日の基調講演講師Dr．」．McCome1（スタンフォー
ド大学教授で、大学用英語教科書の著者）を始め、数人の教師から熱心な賛
同の声と、更には手紙を頂いた。このようなことによって、少なからぬ同志
が日本中に居ることが分かってきた。問題はいかにして同志を増やすかであ
る。これは、日本人の中で暮らしている限り、かなり徹底的にr心理的壁」
に穴をあける努力が必要なことである。英語教育のプロであるならば、絶え
ずr英語で考える」（松本：1968、1974）こと、そしてr照れ」を捨て、相
手が外国人であろうとなかろうと、英語に関心を持っ人には英語で話しかけ
ることである。
　最近は、中学・高校の教諭の中にも、かなり同志が増えてきたが、大学で
そのような教員が多数派になるのはいっのことであろうか。
5．2．英語の授業は嫌いだが、英語は好きな学生たち
　先述のように、1998年度の新入生約100人（経営学部と法学部）にアン
ケート調査したところ、高校時代、英語の授業が嫌いだった者が約50％居た。
だが、同じ学生たちのほとんどが、r英語そのものは好き」（50％）と答えて
いる。そして、90％以上の学生が、話す英語を一番身に付けたいと願ってお
り、英語授業に望むことは、
　L　厳しくても実力をっけてほしい　　a　楽しくやってほしい
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　a　単位さえもらえればいい　　　　　4．その他（記入は自由）
の4項目のうち、2のr楽しくやってほしい」が98％であった。そこで、筆
者の授業2か月足らず受けてのr授業レヴェル」にっいての質問には、次の
ような回答を得た。
　r必修英語の授業のレヴェルは、高校の授業と較べて次のどれに当たりま
すか」
　1　相当低い：1名。　2。幾分低い：2名。　3。　どちらとも言えな
　い：35名。　4．幾分高い：39名。　a　相当高い：19名。
　上のささやかなデータと、第1章で引用したrこのままシ97」の統計デー
タを較べて云々するつもりはない。しかし、筆者は、第4章で述べたように、
学生の能力を信じ、指導次第で必ず伸びる、との信念で、（楽しい授業にす
べく外国人講師共々努力しつつ）大多数の学生には、rやや難しい」rかなり
難しい」と思われるような授業をしていることを、学生の声も借りて伝えた
いのである。
　更に、外国人とのT。T．については、英語のレヴェルやスピードを落さず
に、要所要所でのr要約通訳」によって理解を高めながら、学生たちができ
るだけ多く、生の英語に接しられるようにしているためか、r英語が実感で
きて、とても良い」r外国人が話している事がなんとなくでも分かるのがう
れしい」「異文化を味わえて、とても面白いと思う。もっと長くやってほし
い」rなぜ45分しかやらないのですか」など、前向きの意見が多く出されて
いること等から、学生の心の中にrやる気が出てきた」ことを感じっっ、前
期の授業を進めている。
　だがおそらく、今筆者の行っている英語の授業についてr好きか嫌いか」
と問えば、初めはr嫌い」という答えを選ぶ方が多いであろう。鍛え型の授
業は日本語が少なく、厳しいと思われがちだからである。だが、ゼミ：I　C
Eの学生たちのように、r英語人」教師に付き合い、それに慣れ、目に見え
て英語運用力が伸びてくると、楽しいと思う学生が多くなる。rこのま
まン97」から引用した資料（表3．1．C．2．Q12／D．2．3．Q13）で明らかなよ
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うに、過半数の者が大学英語に失望している現実を直視し、学生にやる気が
ないから駄目、などと責任転嫁をすることなく、学生の潜在能力と意欲に信
頼を置いて、初めは多少嫌われても、教育者としての英語教師の使命を果た
していきたいものである。
　この拙論では、客観的資料を基に論を進めるために、「このまま’97」から
の引用が多くなり、筆者独自の資料が少なくなったことは残念であるが、既
発表の拙論、拙著を始め今後発表する拙論等もご覧下さり、併せてご高評頂
ければ幸甚である。
おわりに
　筆者はr英語は使うためにある」（松本：1965）と信じ、英語を使いなが
ら教えてきた。なかなかr照れ」が抜けない学生たちも、教室の中でも外で
も徹底して英語を使う教師には根負けするようだ。教師自身r英語人」にな
りきること無しに、学生たちを実用英語の世界に溶け込ませることはできな
いのである。rこのままで　よいわけがない　大学英語教育」と思い、上記
の信念を日々の実践によって固くしてきた筆者であるが、何よりの喜びは、
学生たちの成長する姿を見ることである。
　唐突に聞こえるかもしれないが、rひと株にトマトが1万3，000個」で有名
な植物学者野沢重雄氏は、rできる限り、おおきくなっていいよ、と話しか
けると、トマトは本当に大きくなるんです……従来の科学では証明できませ
んが、人の気持ちは植物にも通じます。」と語っている。（サライ。1998．5．
7）学生たちを植物にたとえるっもりはないが、植物ですら人間の言葉に反
応を示すのであるから、教師が出来るだけ英語で話しかければ、学生たちの
意欲を喚起し、自ら進んで学ぶようになるであろうことを、この話は教えて
くれていると思う。
　rこのまま’97」に報告されているように、中国の学生たちが、その国の
制度や社会清勢によって、大いに学習意欲をかきたてられているらしいこと
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を否定するっもりはない。しかし、日本の大学生の英語学習意欲は、中国な
どとは別の方法によって、いくらでも盛り上げ得ると筆者は信じている。こ
のような信念に基づいた組織的なカリキュラムのもとで、学生の能力を信じ、
学生と共にあきらめずに努力を続ける、有能なる教師たちの熱意こそが、学
生たちの自主的学習力を養い、大学の英語教育向上の源になると信じてやま
ない。
　終わりに、rこのままでよいか大学英語教育」の貴重な資料を活用させて
下さった著者諸先生及び松柏社に、厚く御礼申し上げると共に、失礼な点に
関しては心からお詫びする次第であります。
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